
公益法人の区
分

国所管、都道
府県所管の区
分

応札・応募者
数

パーソナルコンピューター等物品の調達

支出負担行為担当官
静岡労働局総務部長

中根　宏昌
静岡労働局

静岡市葵区追手町9-50

令和2年6月12日

宇式エンジニアリング株式会
社

静岡市駿河区国吉田1-6-33

1080001000536

6月中に休業支援金システム用の
パソコンを整備する必要があった
ことから、緊急の必要により競争
に付することができす、会計法第
２９条の３第４項に該当するため。

14,181,288 13,000,020 91.7% 0

第二次補正予算の成立に伴う雇用調整助成金
事務処理に必要となる物品の購入契約

支出負担行為担当官
静岡労働局総務部長

中根　宏昌
静岡労働局

静岡市葵区追手町9-50

令和2年6月15日
株式会社静岡ビジネス

静岡市葵区南沼上3-4-20
1080001002937

雇用調整助成金の支払いについて
は迅速な処理が求められており、一
刻も早く備品を整備し、職場環境を
整え、仕事の効率を上げることが急
務となっていることから、緊急の必要
により競争に付することができす、会
計法第２９条の３第４項に該当する
ため。

4,881,245 4,511,290 92.4% 0

新型コロナウィルス感染症対応休業支援金・給
付金業務に係る必要物品の購入契約

支出負担行為担当官
静岡労働局総務部長

中根　宏昌
静岡労働局

静岡市葵区追手町9-50

令和2年6月15日

株式会社金指商会　静岡営
業所

静岡市駿河区池田170-1

5080401001254

物品の整備を７月１日の新型コロナ
ウィルス感染症対応休業支援金・給
付金集中処理センター開設に間に
合わせる必要があったことから、緊
急の必要により競争に付することが
できす、会計法第２９条の３第４項に
該当するため。

12,981,299 9,323,116 71.8% 0

パーソナルコンピューター等物品の追加調達

支出負担行為担当官
静岡労働局総務部長

中根　宏昌
静岡労働局

静岡市葵区追手町9-50

令和2年6月18日

宇式エンジニアリング株式会
社

静岡市駿河区国吉田1-6-33

1080001000536

6月中に休業支援金システム用の
パソコンを整備する必要があった
ことから、緊急の必要により競争
に付することができす、会計法第
２９条の３第４項に該当するため。

4,333,120 4,333,120 100.0% 0

静岡労働局新型コロナウィルス感染症対応休
業支援金・給付金集中処理センター（アーバン
ネット追手町ビル庁舎）設置に伴うハローワーク

プラザ静岡等のレイアウト変更契約

支出負担行為担当官
静岡労働局総務部長

中根　宏昌
静岡労働局

静岡市葵区追手町9-50

令和2年6月19日

エヌ・ティ・ティ都市開発ビル
サービス株式会社

東京都千代田区外神田4-14-
1

5010001096701

本契約については賃貸貸
主が施工業者を指定して
いる為、競争を許さず会計
法第29条3第4項により随
意契約とした。

8,293,182 7,395,300 89.2% 0

静岡労働局新型コロナウィルス感染症対応休
業支援金・給付金集中処理センター事務室賃

貸借契約
静岡県静岡市葵区追手町8-1

令和2年6月26日～令和3年3月31日
土地建物賃貸借関係

支出負担行為担当官
静岡労働局総務部長

中根　宏昌
静岡労働局

静岡市葵区追手町9-50

令和2年6月25日
日本土地建物株式会社

東京都千代田区霞が関1-4-1
6010001033496

　本契約については、事務室の賃
貸借契約に伴うものであり、建物
の所有者（契約の相手方）が特定
されており、競争を許さず会計法
第２９条の３第４項に該当するた
め。

8,831,789 8,831,789 100.0% 0

※公益法人の区分において、「公財」は、「公益財団法人」、「公社」は「公益社団法人」、「特財」は、「特例財団法人」、「特社」は「特例社団法人」をいう。

（注）必要があるときは、各欄の配置を著しく変更することなく所要の変更を加えることその他所要の調整を加えることができる。

法人番号
契約の相手方の商号又は名

称及び住所
備考

公共調達の適正化について（平成18年８月25日付財計第2017号）に基づく随意契約に係る情報の公表（物品・役務等）
及び公益法人に対する支出の公表・点検の方針について（平成24年６月１日　行政改革実行本部決定）に基づく情報の公開

物品役務等の名称及び数量
契約担当官等の氏名並び
にその所属する部局の名

称及び所在地
契約を締結した日 契約金額 落札率

再就職の
役員の数

随意契約によることとした会
計法令の根拠条文及び理由
（企画競争又は公募）

予定価格

公益法人の場合

様式２－４


